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第1章 計画の策定にあたって 

 

計画策定の趣旨 

 

国においては、2006（平成18）年に施行された「自殺対策基本法」に基づき、

2007（平成19）年に国が推進すべき自殺対策の指針として「自殺総合対策大綱」

を策定し、自殺対策を総合的に推進してきました。その結果、これまで「個人

の問題」として認識されがちであった自殺は、広く「社会の問題」として認識

されるようになってきました。また、1998（平成10）年以降年間３万人超と高

止まりしていた年間自殺者数は、2010（平成22）年以降７年連続で減少し、2015

（平成27）年には1998（平成10）年の水準まで減少してきました。しかし、依

然、自殺者数は年間２万人を超える水準となっており、非常事態はいまだに続

いているといえます。 

このような中で、2016（平成28）年４月に改正自殺対策基本法が施行され、

また、2017（平成29）年７月には、「自殺総合対策大綱」が自殺の実態を踏ま

えて見直されました。本市におきましても、大綱及び地域の実情等を勘案した

地域自殺対策計画を策定し、国民一人ひとりの身近な行政主体として、国と連

携しつつ、地域における各主体の緊密な連携・協働に努めながら自殺対策を推

進していくため、自殺対策計画を策定し、自殺対策が「生きることの包括的な

支援」として実施されること等を基本理念にするとともに、「誰も自殺に追い

込まれることのない直方市」の実現を目指します。 
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自殺対策の基本理念 

 

人の「命」は何ものにも代えがたいものです。また、自殺は、本人にとって

この上ない悲劇であるだけでなく、家族や周りの人々に大きな悲しみと生活上

の困難をもたらし、社会全体にとっても大きな損失です。 

自殺の背景には、精神保健上の問題だけでなく、過労、生活困窮、育児や介護

疲れ、いじめや孤立などの様々な社会的要因があることが知られています。 

自殺はこうした様々な悩みが原因で、心理的に追い込まれた末の死であり、そ

の多くが防ぐことのできる社会的な問題であると言われています。これを防ぐ

ためには、保健、医療、福祉、教育、労働等の関係機関が連携して自殺対策に

取り組み、市民一人ひとりが自殺を考えるほど追いつめられている人に気づき、

支えあう社会をつくることが重要です。 

このような認識のもと、関係機関や関係団体と一層の連携を図り、総合的に

自殺対策に取組み、一人ひとりがかけがえのない個人として尊重される「誰も

自殺に追い込まれることのない社会の実現」を目指します。 

 

 

 

 

計画の位置づけ 

 

本計画は、2016（平成28）年に改正された「自殺対策基本法」第13条第2項に

定める「市町村自殺対策計画」として、2017（平成29）年に見直された「自殺

総合対策大綱」の方針を踏まえて策定するものであり、本市における自殺対策

関連施策の具体的な展開を示すものです。 

また、本計画は「直方市総合計画」を上位計画とし、「直方市健康増進計画」

及び「直方市地域福祉計画」をはじめとするその他関連計画との整合性及び連

携を図りながら推進していきます。 
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計画の期間と数値目標 

 

「自殺総合対策大綱」がおおむね５年を目途に見直すとされていることを踏

まえ、本計画の期間は、2019（平成31）年度から2023（平成35）年度までの５

年間とします。なお、「自殺対策基本法」又は「自殺総合対策大綱」の改正、そ

の他社会情勢の変化等が生じた場合は、適宜必要な見直しを行うこととします。 

自殺対策基本法において示されているとおり、自殺対策を通じて目指すのは、

「誰も自殺に追い込まれることのない社会」の実現です。その実現に向けては、

対策を進めるうえでの具体的な数値目標等を定めるとともに、それらの取組が

どのような効果を挙げているかといった検証も行っていく必要があります。 

 

 （ 現 状 ） 

平 成 2 9 年 

( 目 標 ) 

平 成 3 5 年 度 

自殺死亡率 

(人口10万人対) 17.4 12.2 

 

 

国は、平成29 年7 月に閣議決定した「自殺総合対策大綱」において、平成38 

年までに人口10 万人当たりの自殺者数（以下、「自殺死亡率」という）を、平

成27 年と比べて30％以上減らし13.0以下とすることを目標として定めました。

福岡県も大綱に準じ平成34年までに自殺死亡率を、平成27年の17.8と比べて

19％以上減の14.4以下を目標とします。 

このような各方針を踏まえながら、本市の自殺対策計画の目指すべき目標値

としては、平成29 年の自殺死亡率17.4を、平成35年までの5年間で、概ね30％

減少の12.2以下を目指すこととします。 
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第２章 直方市の自殺の現状及び基本認識 

 

統計データに見る自殺の現状 

 

人口規模の数値から政令指定都市と比べ精密な数値の状況は難しいですが、実

態としては以下に表すとおりとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）自殺者数（住所地） 

市内に住所を有していた自殺者は、過去 5年間は年間平均 15人以下で推移し、

2017（平成 29）年は 10 人となっています。 

  H25 H26 H27 H28 H29 合計 平均 

男性 17 6 13 9 7 52 10.4 

女性 3 6 4 3 3 19 3.8 

自殺者数(合計) 20 12 17 12 10 71 14.2 

福岡県全体 1,124 1,081 954 873 877 4,909 981.8 

全国 27,041 25,218 23,806 21,703 21,127 118,895 23,779.0 

※地域自殺実態プロファイル資料参照 

【参考1】 

自殺死亡率とは、「人口10万人当たりの自殺者数」をいいます 

自殺死亡率 ＝ 自殺者数／人口 ×100,000人 

【参考 2】 

自殺者数に関連する統計として主に用いられるものとして、厚生労働省「人口動態

統計」と警察庁「自殺統計」があります。 

「人口動態統計」は、日本に在籍する日本人を対象とし、住所地を基にした統計で

ある一方、「自殺統計」は総人口(外国人を含む)を対象都市、発見地及び住居地を基

にしています。 
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（２）自殺死亡率（住所地） 

自殺死亡率（人口 10 万人当たりの自殺者数）は、増減を繰り返していますが、

2017（平成 29）年は 17.4 と、全国及び福岡県を上回っています。 

 

 （人口 10 万対） 

  H25 H26 H27 H28 H29 

直方市 34.1 20.6 29.3 20.8 17.4 

福岡県 22.0 21.1 18.6 17.0   17.1 

全国 21.1 19.6 18.6 16.9 16.5 

※地域自殺実態プロファイル資料参照   
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(3)年代性別にみる自殺者割合 

 

男

性 

H25～29 
合計
(人) 

直方市
割合 

全国
割合 

直方市
自殺 
死亡率 

全国 
自殺 
死亡率 

女

性 

H25～29 
合計
(人) 

直方
市割
合 

全国
割合 

直方市
自殺 
死亡率 

全国 
自殺 
死亡率 

20 歳 

未満 
1.4% 1.6% 3.8 3.3 

20 歳 

未満 
0.0% 0.7% 0.0 1.5 

20 歳代 5.6% 7.5% 28.2 26.2 20 歳代 4.2% 2.8% 22.0 10.2 

30 歳代 7.0% 9.5% 28.6 26.7 30 歳代 2.8% 3.6% 11.8 10.6 

40 歳代 9.9% 12.3% 41.4 30.9 40 歳代 4.2% 4.6% 17.4 12.0 

50 歳代 11.3% 12.1% 49.7 36.8 50 歳代 2.8% 4.5% 11.4 13.8 

60 歳代 15.5% 11.4% 51.1 30.5 60 歳代 2.8% 5.2% 8.1 13.4 

70 歳代 9.9% 8.7% 45.9 33.0 70 歳代 2.8% 5.2% 9.5 16.4 

80 歳以上 12.7% 5.7% 102.6 40.5 
80 歳以

上 
7.0% 4.4% 27.3 16.7 

 

 

 

(3)－① 性・年代別の自殺者数割合 

 

 

直方市における性・年齢別の自殺者数割合 
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(3)－② 性・年代別の自殺死亡率（10 万対） 

 

 

直方市における性・年代別の自殺死亡率（10 万対） 

 

                        直方市自殺死亡率    全国自殺死亡率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)－③ 長期的な推移 

 

直方市における長期的な自殺の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自殺死亡率(直方市) 

自殺死亡率(全国) 

自
殺
死
亡
率

(10
万
対

) 
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自
殺
率
(
10

万
対
) 

(4)主な自殺の特徴 

 直方市の自殺者数は、平成 25 年から平成 29 年の 5年間で合計 71 人(男性 52 

人、女性 19 人)となっており、年平均 14.2 名の方が自殺によって命を失ってい

ます。直方市の自殺者数は全国的な平均でみると少ないとは言えませんが、年々

減少傾向にあり平成 29 年は 10 名と 5年前から比べて約半数となっています。 

 この 5 年間の累計について、性別・年齢・職業・同居人の有無による自殺者

数や自殺死亡率を比較すると、自殺者が最も多い区分が「男性 60 歳以上無職同

居」「男性 40～59 歳有職同居」「男性 20～39 歳有職同居」であり、次いで、「女

性 60 歳以上無職同居」「男性 60 歳以上無職独居」と続きます。 

 

上位５区分 
自殺者数 
5 年計 

割合 
自殺死亡率 
(10 万対) 

背景にある主な自殺の危機経路** 

1 位:男性 60 歳以上無職同居 16 22.5% 68.0 
失業（退職）→生活苦＋介護の悩み（疲れ）
＋身体疾患→自殺 

2 位:男性 40～59 歳有職同居 7 9.9% 29.0 
配置転換→過労→職場の人間関係の悩み＋
仕事の失敗→うつ状態→自殺 

3 位:男性 20～39 歳有職同居 6 8.5% 29.7 
職場の人間関係／仕事の悩み(ブラック企
業)→パワハラ＋過労→うつ状態→自殺 

4 位:女性 60 歳以上無職同居 6 8.5% 15.7 身体疾患→病苦→うつ状態→自殺 

5 位:男性 60 歳以上無職独居 5 7.0% 107.2 
失業（退職）＋死別・離別→うつ状態→将
来生活への悲観→自殺 

    ※地域自殺実態プロファイル資料参照 

 

 

直方市における自殺の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       割合    全国割合    自殺死亡率(10 万対)    全国自殺死亡率 

自
殺
死
亡
率

(10
万
対

)
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(5)高齢者(60 歳以上)の自殺者数 

 

 平成 25 年から平成 29 年までの自殺死亡者数は 71 名であり、その中で、高齢

者(60 歳以上の方)の死亡者数は 36 名。高齢者が占める割合は約 51％と自殺者

数の半数を占めている。 

 

60 歳以上の自殺の内訳(平成 25 年から平成 29 年までの合計) 

性別 年齢階級 

同居人の有無

（人数） 

同居人の有無 

（割合） 
全国割合 

あり なし あり なし あり なし 

男性 

60 歳代 8 3 22.2% 8.3% 17.1% 10.8% 

70 歳代 6 1 16.7% 2.8% 15.1% 6.3% 

80 歳以上 7 2 19.4% 5.6% 10.4% 3.6% 

女性 

60 歳代 1 1 2.8% 2.8% 9.7% 3.2% 

70 歳代 2 0 5.6% 0.0% 9.1% 3.8% 

80 歳以上 3 2 8.3% 5.6% 7.4% 3.5% 

合計 36 100% 100% 

 

 

 

直方市における 60 歳以上の自殺の内訳 

 

 
 

男性(同居有)

男性(同居無)

女性(同居有)

女性(同居無)

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9

60歳代 70歳代 80歳以上
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 (6) 自殺者における自殺未遂歴の状況 

 自殺者における自殺未遂歴を見ると、男性に比べて女性のほうが自殺未遂歴

を有する割合が高くなっています。全国平均の割合を見ても、自殺者数の約 5

人に 1人は未遂歴を有する方が多いという結果が出ています。 

 

未遂歴 
 

H25 H26 H27 H28 H29 
H25～29 

合計(人) 

総数 

あり 1 3 5 2 2 13 

なし 16 9 11 9 8 53 

不詳 3 0 1 1 0 5 

男性 

あり 1 1 3 1 1 7 

なし 14 5 9 7 6 41 

不詳 2 0 1 1 0 4 

女性 

あり 0 2 2 1 1 6 

なし 2 4 2 2 2 12 

不詳 1 0 0 0 0 1 

 

 
 

自殺者における自殺未遂歴の総数 

未遂歴 自殺者数 割合 全国割合 

あり 13 18.3% 19.7% 

なし 53 74.6% 61.0% 

不詳 5 7.0% 19.4% 

合計 71 100% 100% 

0

5

10

15

あり なし 不詳 あり なし 不詳

男性 女性

自殺者における自殺未遂者数

H25 H26 H27 H28 H29
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自殺に対する基本認識 

 

（1）自殺はその多くが追い込まれた末の死 

 

自殺の背景には、病気の悩み等の健康問題のほか、過労、生活困窮、育児や介護

疲れ、いじめや孤立など、様々な要因が複雑に関係していることが知られています。

自殺に至る心理としては、生活現場の中で起きる様々な問題により追いつめられ、

自殺以外の選択肢が考えられない状態に陥ったり、社会とのつながりの減少や生き

ていても役に立たないという役割喪失感から、また、与えられた役割の大きさに対

する過剰な負担感から、危機的な状態にまで追い込まれてしまう過程と見ることが

できます。 

自殺は、個人の自由な意思の選択の結果ではなく、その多くが様々な悩みにより

心理的に追い込まれた末の死であり、その多くは防ぐことができる社会的な問題で

あるということを認識する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ひきこもり 

子育ての不安 進路の悩み 

被虐待 

多重債務 
介護疲れ 

社会的孤立 精神疾患 

うつ状態 

お酒等の依存 

 

病苦 

希死念慮 

生活の場

自殺
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（２）年間自殺者数は減少傾向にあるが、非常事態はいまだ続いている 

我が国の年間自殺者数は、平成10年（1998年）に初めて３万人を超えて以来、毎

年３万人前後で推移していましたが、平成22年（2010年）以降は減少を続けており、

平成28年（2016年）は約２万１千人となっています。 

しかしながら、全国では依然として一年間で２万人もの人が、本市においては年

間約15人を超える人が自殺に追い込まれているため、非常事態はいまだ続いている

ということを認識する必要があります。 

 

 

（３）実践的な取組をＰＤＣＡサイクルを通じて推進する 

自殺対策におけるＰＤＣＡサイクルを示すと、次のようになります。 

 

 

  

自殺対策に関わる行政機関や関係団体等は、「誰も自殺に追い込まれることのな

い直方市」の実現に向けて、この計画をツールとし事業を推進していきます。 

 

 

•本市の自殺実態を分析し、本市の課題に対応した支援施

策を見直し、自殺対策計画を策定する。

PLAN

•計画に基づき自殺対策を推進する。

DO

•実施した事業の結果を集約・分析する

CHECK

•分析結果を踏まえて取り組みの改善を図る。

ACTION
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第 3章 自殺対策の基本方針 

 

国の自殺総合対策大綱には、自殺対策の基本方針が示されています。本市ではこ

の考え方に沿って、以下の内容を自殺対策の基本方針として位置付けます。 

施策の展開に当たっては、市民に最も身近な行政主体として、自殺の防止等に関

する啓発の強化を図るとともに、各種の相談機関相互の連携を強化する等、問題を

抱えた人に対する相談体制を充実、強化し、自殺につながる可能性のある人を見逃

さないための取組を中心に、自殺対策を進めていきます。 

 

 

（１）生きることの包括的な支援として推進する 

 

自殺はその多くが追い込まれた末の死であり、その多くが防ぐことができる社会

的な問題であるとの基本認識の下、本市の自殺対策は、「生きることの阻害要因」

を減らす取組に加えて、「生きることの促進要因」を増やす取組を行い、双方の取

組を通じて社会全体の自殺リスクを低下させる方向で、生きることの包括的な支援

として推進します。 

 

 

（２）関連施策との有機的な連携を強化して総合的に取り組む 

 

自殺に追い込まれようとしている人が安心して生きられるようにして自殺を防

ぐためには、精神保健的な視点だけでなく、社会・経済的な視点を含む包括的な取

組が重要です。また、このような包括的な取組を実施するためには、様々な分野の

施策、人々や組織が密接に連携する必要があります。 

自殺の要因となり得る生活困窮、虐待、性暴力被害、ひきこもり、ＬＧＢＴ（性

的少数者）等、関連の分野においても同様の連携の取組が展開されています。連携

の効果をさらに高めるため、そうした様々な分野の生きる支援にあたる人々が そ

れぞれ自殺対策の一翼を担っているという意識を共有していきます。 

とりわけ、地域共生社会の実現に向けた取組や生活困窮者自立支援制度などとの

連携を推進することや、精神科医療、保健、福祉等の各施策の連動性を高めていき

ます。 
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（３）実践と啓発を両輪として推進する 

 

自殺に追い込まれるという危機は「誰にでも起こり得る危機」ですが、危機に陥

った人の心情や背景が理解されにくい現実があり、そうした心情や背景への理解を

深めることも含めて、危機に陥った場合には誰かに援助を求めることが適当である

ということが、地域全体の共通認識となるように積極的に普及啓発を行います。 

また、市民の皆さんが、身近にいるかもしれない自殺を考えている人のサインに

早く気づき、精神科医等の専門家につなぎ、その指導を受けながら見守っていける

よう、広報活動、教育活動等に取り組みます。 

 

（４）「気づく」・「支え合う・関わる」・「つなぐ」 

 

自殺対策におけるゲートキーパーとは、悩んでいる人に気づき、声をかけ、話を

聞いて、必要な支援につなげ、見守る人のことをいいます。 

悩みを抱えた人は、「人に悩みを言えない」、「どこに相談に行ったらよいかわ

からない」、「どのように解決したらよいかわからない」等の状況に陥ることがあ

ります。周囲が悩みを抱えた人を支援するために、周囲の人々がゲートキーパーと

して活動することが必要です。 

 

 

 

本計画においては、このゲートキーパーの考え方に基づき、生きる支援の具体的

な取組を「気づく」、「支え合う・関わる」、「つなぐ」の３つの視点から、様々

な困難や悩み等により支援を必要としている人や、支援を行う人に対する取組を総

合的に展開していきます。 

ゲートキーパーとは 

自殺の危険を抱えた人たちに気づき適切に関わる人の

事です。 

【ゲートキーパーの役割】 

気づき：家族や仲間の変化に気づいて、声をかける 

傾聴：本人の気持ちを尊重し、耳を傾ける 

つなぎ：早めに専門家に相談するように促す 

見守り：温かく寄り添いながら、じっくりと見守る 
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第４章 直方市の重点取り組み施策 

  

 本計画第２章に記載している直方市における自殺の現状や特徴を踏まえると、

本市において自殺対策を推進しく上での課題が見えてきます。これらの課題を

踏まえ、「地域におけるネットワーク強化」、「自殺対策を支える人材の育成」、「市

民に対する啓発と周知」、「生きることの促進要因の支援」を本計画における基

本施策と位置付け、「高齢者への支援」および「生活困窮者への支援」を重点施

策として実施していくこととします。 

 

基本理念 

 

 

 

 

基本施策 

 

 

 

 

 

重点施策 

 

 

 

 

地域におけるネットワークの強化 

  

誰も自殺に追い込まれることのない地域社会を実現していくためには、市、

関係団体、事業所、市民等の様々な主体が連携・協力し、総合的に自殺対策を

推進していくことが必要です。そのためには、地域の様々な主体の役割を明確

化した上で、相互の連携・協働の仕組みを構築し、地域におけるネットワーク

を強化し、様々な領域で積極的に自殺対策に参画できる環境を整備していかな

ければなりません。 

 

①地域におけるネットワーク強化   ②自殺対策を支える人材の育成 

③市民に対する啓発と周知       ④生きることの促進要因の支援 

誰も自殺に追い込まれることのない住みよいまち「のおがた」を目指す 

① 高齢者への支援            ②生活困窮者への支援 
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自殺対策を支える人材の育成 

 

 自殺の背景には様々な悩みや生活上の困難があり、そのような問題に対して

早期の「気づき」が重要となります。「気づき」ができ、適切な支援につなげる

ことができる人材をいかに育成・確保していくかが課題となっています。行政

機関だけではなく、関係機関、事業所、地域住民等様々な主体に対し、研修会

等を通じた人材育成を図ります。 

 

市民に対する啓発と周知 

  

 自殺は「誰にでも起こり得る危機」となっていますが、危機に陥った人の心

情や背景が理解されにくいという現実があるため、そのような心情や背景に対

して理解を深めることが重要です。危機に陥った場合、誰かに助けを求めるこ

とが適当であること、また危機に陥っている人がいるかもしれないということ

等、自殺に対する正しい認識を普及させていくことが必要です。市民一人一人

がが気づき、見守りを促せる体制の強化を図ります。 

 

生きることの促進要因の支援 

 

 自殺対策は、自殺につながる要因を減らす取組だけではなく、生きることの

促進要因を増やす取組も合わせて実施していくことが必要です。 

自殺リスクの高い自殺未遂者や精神障がい者への支援は自殺者を減少させる

ための優先的課題であるといえます。また、自殺対策は自殺が起きた後の対応

も重要であり、自死遺族に対する支援も必要です。更に、普段からの自殺リス

クを低減できるような相談支援体制の充実も重要といえます。 
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重点施策について 

 

①高齢者に対する支援 

 

本市では、全ての自殺者のうち60 歳代以上の割合は、平成25年～29年の5 年

間で 50.7％となり、約 1／２を占めています。 

特に、高齢者の自殺の原因の大半は、「身体疾患の悩み(健康問題)とともに、社

会的役割の喪失感や孤独感、家族への精神的負担などが加わる結果と考えられ

ます。当市の高齢化率は 32.34％(平成 30 年 3 月末)となっており、今後も高齢

化率は増加していくことが懸念されます。その為、地域コミュニティの役割や、

社会的な孤立に悩む高齢者に対しての支援が一層重要視されることとなります。 

 本市としては、誰かとつながり、地域全体で孤立した環境を作らないような

支援体制、また高齢者自身が生きがいを感じて生活することができるような地

域づくりを推進していきます。 

 

 

②生活困窮者・無職者に対する支援 

 

当市では、自殺者のうち無職者の割合は、平成 24 年～28 年の 5 年間の状況

を見ると 38.0％を占め、自殺者の 3/1 以上は生活困窮者という数値が出ていま

す。その為、国による本市の自殺実態プロファイルでは、当町の自殺対策の重

点パッケージとして、「生活困窮者」の対策を推奨しています。 

生活困窮の背景には、虐待、性犯罪・性暴力被害、依存症、性的マイノリテ

ィ、障がい、被災避難、介護、多重債務、労働等の多様かつ広範な問題を複合

的に抱えていることが多いため、重層的・包括的な支援が必要となります。 

生活困窮者自立支援制度に関する事業を展開するとともに、自殺リスクを抱

える人を早期に発見し、支援につなげることができるよう、生活困窮者自立支

援担当部門と自殺対策担当部門をはじめ、警察や司法、民間団体等と連携した

対応を推進していきます。 
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具体的な施策 

 

地域や様々な主体と連携・協働 

〇市、関係団体、事業所、市民等の様々な主体の役割の明確化 

〇自殺対策に関わる様々な主体の連携のコーディネート 

〇国・県との情報連携の強化 

〇自殺対策に関わる会議や検討会の開催 

〇他部署・他職種との連携を図り、疾病の早期発見・早期治療の推進を図る。 

 

人材育成 

〇ゲートキーパーの養成 

〇一般住民に対する県下での研修会の周知・広報 

〇市職員や関係機関との連携強化 

 

 

普及・啓発活動 

〇自殺に関する正しい知識の普及 

〇精神疾患に対する知識の普及・啓発 

〇リーフレット等、情報発信ツールの作成・配布 

〇自殺予防週間と自殺対策強化月間における普及啓発 

 

 

自殺予防促進支援 

〇自殺未遂者等の実態把握及び支援策の検討 

〇相談支援機能の強化 

〇自殺未遂者における支援及び関係機関との連携 

〇県の自殺対策事業及び医療機関との連携強化 
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自殺防止における相談窓口一覧 
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 相談窓口 連絡先 備考 

こころの健康相談 

 

 

福岡県 

嘉穂・鞍手保健福祉環境事務所 
0948-21-4875 

月曜～金曜日      

8：30 ～ 17：15 

福岡県精神保健福祉センター 

（心の健康相談専用ダイヤル） 
092-582-7400 

月曜～金曜日      

9：00 ～ 12：00、 

13：00 ～ 16：00 

心の電話(筑豊) 0948-29-2500 
月曜～金曜日 

18：00 ～ 21：00 (盆休) 

こころの健康相談 

(家族専用ダイヤル) 
心の相談電話（県内全域） 092-292-0560 

第 1･2･3 水曜日、毎木曜日 

13：00 ～ 16：00 

心の相談電話（北九州・筑豊地区） 080-4279-2970 
毎金曜日 

13：00 ～ 16：00 

自殺予防 ふくおか自殺予防ホットライン 
092-592-0783 24 時間年中無休 

北九州いのちの電話 093-671-4343 24 時間年中無休 

福岡いのちの電話 092-741-4343 24 時間年中無休 

自死遺族 福岡県精神保健福祉センター 
092-582-7500 

月曜 ～ 金曜日      

8：30 ～ 17：15 

ひきこもり相談 福岡県ひきこもり地域支援センター 

(福岡県精神保健福祉センター内) 
092-582-7530 

月曜 ～ 金曜日 

9：00 ～ 17：15 

福岡県 

嘉穂・鞍手保健福祉環境事務所 
0948-21-4875 

月曜 ～ 金曜日 

8：30 ～ 17：15 

アルコール問題 福岡県精神保健福祉センター 
092-582-7500 

月曜～金曜日 

8：30 ～ 17：15 

福岡県 

嘉穂・鞍手保健福祉環境事務所 
0948-21-4875 

月曜 ～ 金曜日 

8：30 ～ 17：15 

医療相談 夜間・休日精神科相談ダイヤル 050-3777-9824 夜間・休日 

教育相談 

(いじめ・非行・不登

校等) 

福岡県教育庁 筑豊教育事務所 

（子どもホットライン ２４） 0948-25-3434 

24 時間(年末年始休) 

福岡県立大学附属研究所 

不登校・ひきこもりサポートセン

ター（小～高等学生） 

0947-42-1346 

(相談専用ダイヤル) 

月曜 ～ 金曜日 

9：00 ～ 17：00 

 


